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セレクト型はつらつくらぶ事業業務委託（北圏域①②共通）仕様書 

 

１ 実施地区 

    寺内、土崎港、将軍野、八橋字イサノ、外旭川、港北、飯島、下新城、上新城、

金足 

 

２ 委託期間 

    契約締結日の翌日から令和９年３月１９日まで 

 

３ 業務内容 

 (1) 次に掲げる教室等を選択し、介護予防に資する内容を実施すること。 

  ア  筋力向上トレーニング教室 

  イ  認知症予防に関する教室 

  ウ  eスポーツ教室 

エ 栄養改善のための料理教室 

オ 口腔体操、歌唱等の口腔機能維持向上のための活動 

カ その他当該事業の目的に合致すると認められるもの 

   

 (2) 実施回数および実施時間 

   実施回数および実施時間の標準は以下のとおりとする。ただし、４(2)業務

の実施にあたり効果的と認められる場合はこの限りではない。 

ア 教室は、契約期間内におおむね３か月間で月２回・全６回を１クールとし、

２クールを実施すること。 

   イ １回あたりの実施時間は、事業目的の達成に必要と認められる時間（おお

むね９０分程度）とすること。 

  ウ 教室を開催する曜日又は日付、ならびに開催時間はできる限り同じくする

   こと。 

 

４ 業務上の条件 

 (1) 業務の実施場所 

   １の実施地区内の、公民館など地域の拠点となる施設等、または受託者が確

保した施設とすること。なお、実施場所にかかる費用は委託料に含むものとす

る。このとき、参加者が前記３の内容を安全に行うための広さ等に十分留意す

ること。 
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(2) 業務の実施 

  ア １の実施地区の地域包括支援センターおよび生活支援コーディネーターと

連携し、事業の周知や教室終了後も介護予防活動を継続できるよう参加者の

支援等を行うこと。 

イ 教室の実施中、いきいき手帳（秋田市介護予防手帳）を活用して目標を立

てたり、介護予防に関する講話を実施したりすること。 

ウ 教室の実施内容について、参加者のニーズを取り入れるなど、自発的に取

り組めるようにすること。また、自宅で実施可能な運動を指導するなど、継

続して介護予防に取り組めるようにすること。 

エ 運動等の実践時には、参加者の様子を見ながら教室の運動強度を調整する

とともに、参加者の健康状態や安全に配慮した適切な指導や助言を行うこと。 

オ 参加者ごとに氏名、住所、生年月日、年齢、電話番号、参加状況、身体状

況等の特記事項を記録すること。 

カ 教室実施の初回と最終回の前の回に、いきいき手帳（秋田市介護予防手

帳）に記載の内容に沿った体力測定を行うとともに、最終回にその結果につ

いて参加者へ通知と振り返りを行い、介護予防活動の継続につなげること。

加えて、最終回に、参加者の自己診断アンケートを実施すること。 

    キ 参加者の傷害保険の加入および支払いに留意すること。 

  

 (3) 参加者の募集および決定 

ア 受託事業者は、秋田市に住居を定め、現に居住している６５歳以上の高齢

   者を対象に、事業の参加者を随時募集すること。 

    イ 前号に定める募集の人数は、おおむね２０人を目安とし、事業の実施に支

障が生じない人数とする。 

  ウ 受託事業者は、介護保険法に基づく要介護認定又は要支援認定の有無にか

   かわらず、事業への参加が可能であると客観的に判断された者のうち、当該

   事業への参加が適当と認められる者を参加者として決定すること。ただし、

   参加決定にあたっては、原則として、当該事業に参加したことのない者とな

   るよう努めること。 

    エ 受託事業者は、前号により参加者を決定したときは、参加者の氏名、住所

および連絡先等を秋田市長（以下「市長」という。）に速やかに報告するこ

と。 

  

 

(4) 参加料等 
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   参加料は、無料とする。ただし、教室等の実施に伴う原材料費等の実費（食

  事代等を含む。）は、参加者の負担とする。 

 

  (5) 個人情報保護 

   受託事業者は、個人情報保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害する

  ことのないよう、個人情報を適正に取り扱うこと。 

 

(6) 事業計画書  

   受託事業者は、契約締結後、速やかに事業計画書を提出すること。 

 

  (7) 実施報告書等 

  ア 受託事業者は、毎月の事業実施状況、利用状況等に関する事項を記載した

   月別実施報告書を作成し、翌月の１４日（３月分にあっては、委託期間の末

   日）までに市長に提出すること。 

  イ 受託事業者は、全ての事業終了後、次に掲げる事項を記載した当該年度の

   業務完了報告書を作成し、委託期間の末日までに市長に提出すること。 

(ｱ) 本業務の実施状況に関する事項 

(ｲ) 参加者の体力測定等の個人記録に関する事項 

(ｳ) 委託経費の収支状況等 

(ｴ) 参加者の自己診断アンケート 

(ｵ) その他市長が指示する事項 

 


